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研究成果の概要： 
 
本研究では、家計調査データを用いて、インドネシアとヴェトナムにおける家計間所得・消費

支出格差の計測とその要因分析を行った。また、地域所得データを用いて、インドネシアと中

国における地域間所得格差の計測とその要因分析も行った。さらに、日本の地域間所得格差の

分析とバングラデッシュの家計間所得・消費格差の分析を行い、インドネシア、ヴェトナム、

中国との比較分析を行った。なお、インドネシアに関しては、家計消費支出データを用いて、

人口の約６０％を占めるジャワ島における貧困の分析も行った。 
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２００６年度 1,200,000 0 1,200,000 

２００７年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

２００８年度 700,000 210,000 910,000 

年度  

  年度  

総 計 2,900,000 510,000 3,410,000 
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因分析 
 
１． 研究開始当初の背景 
開発途上国を対象にした所得格差、貧困、経
済成長の研究は、世界銀行や国連大学世界開
発経済研究所（UNU/WIDER）などで数多く行
われてきた。しかし、これらの多くは、開発
途上国の比較研究が中心で、アジアの特定の
国を対象にした所得格差と貧困の長期的な
分析は多くない。本研究では、このような認
識のもとで、アジアの中でも比較的高い成長

を遂げているインドネシア、ヴェトナム、中
国に焦点を当て所得格差と貧困の要因分析
を行う。また、研究対象国に日本とバングラ
デッシュを加え、インドネシア、ヴェトナム、
中国との比較研究も行う。本研究は、研究代
表者を中心にして行ってきた研究プロジェ
クトの延長線上にあるが、研究対象国を広げ
ることにより、アジア諸国における所得格差
と貧困の要因の共通性と異質性を模索する。 



 
２．研究の目的 
本研究では、1997 年の金融危機や 1999 年以
降の地方分権化により大きな構造変化に直
面しているインドネシア、ドイモイ政策導入
以降近年急速に発展しているが依然 30％近
い貧困率を有するヴェトナム、および 1990
年代以降の直接投資ブームにより急速に成
長しているが沿海地域と西部地域との東西
格差も顕在化している中国に焦点を当て、家
計調査と地域所得の時系列データを用いて
所得格差と貧困の要因分析を行う。また、こ
れらの国において所得格差と貧困率削減の
ための有効な政策を導出する。また、日本と
バングラデッシュを研究対象国に加え、イン
ドネシア、ヴェトナム、中国との比較研究も
行う。 
 
 
 
２． 研究の方法 
(1) 家計調査データを用いて、インドネシア、
ヴェトナム、バングラデッシュにおける家計
間の消費あるいは所得格差を計測する。また
Theil 尺度の要因分解式により、消費あるい
は所得格差の要因分析を行う。 
(2) 地域所得データを用いて、インドネシア、
中国、日本における地域間所得格差を計測す
る。また、Theil 尺度あるいは変動係数の要
因分解式により、地域間所得格差の要因分析
を行う。 
(3) 家計消費調査データを用いて、インドネ
シアのジャワ島における貧困度を計測し、そ
の要因分析を行う。 
(4) ２時点の産業連関表を用いて、ヴェトナ
ム、インドネシア、マレーシアの産業構造変
化と成長の要因分析を行う。インドネシアに
ついては、産業構造と地域間所得格差に関す
る分析を重み付変動係数による要因分解式
を用いて行う。 
(5) 州別の地域所得データを用いて、インド
ネシアにおける地域間格差の条件付き収束
仮説の検証を行う。 
 
 
 
３． 研究成果 
(1) インドネシアの 1996、1999、2002 年の
家計調査データを用いて、Theil 尺度の要因
分解手法により家計消費支出格差の要因分
析を行った。インドネシアの Theil 尺度で見
た家計間の一人当たり消費格差の 1996 年と
1999 年の値はそれぞれ 0.255、0.252 で、全
国レベルで見た消費格差は 1997 年からのア
ジア金融危機の影響をほとんど受けなかっ
たといえる。しかし、金融危機からの克服を
ほぼ果たした 2002 年には 0.335 と大きく上

昇している。1999 年における農村と都市の
Theil 尺度の値は、それぞれ 0.148、0.251 で
あり、一方 2002 年の農村と都市の Theil 尺
度の値は、それぞれ 0.142、0.331 であった。
つまり、1999 年から 2002 年間の消費格差の
拡大は、都市セクター内の格差拡大が主な要
因であったことがわかる。また、一人当たり
消費支出の都市・農村比率は 1999 から 2002
にかけて大きく増加しており、都市内の格差
拡大に加えて農村・都市間の格差の拡大も消
費格差拡大の要因であった。 
 
(2) ヴェトナムの 1993、1998、2002 年の家
計調査データを用いて、Theil 尺度の要因分
解手法により家計消費支出格差の要因分析
を行った。ヴェトナムの Theil 尺度で見た家
計間の一人当たり消費格差の 1993、1998、
2002 年の値はそれぞれ 0.190、0.225、0.253
で、顕著な増加傾向が見られる。Theil 尺度
の要因分解手法によると、1993 年から 1998
年までの増加は都市・農村間の消費格差拡大
が主な要因であったのに対して、1998 年から
2002 年までの増加は都市・農村間の消費格差
拡大に加えて都市内および農村内の消費格
差拡大も大きく寄与している。ヴェトナムに
おける教育水準別家計データによる消費格
差の分析によると、1993 年では教育水準間の
格差寄与度は総消費格差の約 8％程度であっ
たが、2002年には 20％にまで増加している。
2002 年のインドネシアにおける寄与度（約
30％）から比べるとまだ低い水準にあるが、
今後拡大する可能性が高い。 

 

(3) インドネシアの 1996、1999、2002 年の
家計調査データを用いて、Akita (2003)が開
発した Theil尺度の２段階要因分解式により、
都市化と教育水準の向上が家計消費格差に
どのような影響を与えているかを分析した。
それによると、金融危機による影響がほぼ終
息 し 実 質 で 4-5 ％ の 成 長 を 記 録 し た
1999-2002 年の期間、家計間消費格差は大き
く拡大したが、それは都市・農村間格差が大
きく増加したのと同時に都市内格差も大き
く増加したことが原因であることが分かっ
た。また、都市内格差増加には、中等教育水
準以上、特に大学教育水準を有する世帯間の
格差が拡大したことが背景にあることも分
かった。２段階要因分解式によると、2002 年
時点で、家計間消費格差の約 64％は都市内の
格差によるもので、その 70％以上は中等教育
水準以上の学歴を有する家計グループ内の
消費格差に起因している。一方、都市・農村
間格差の家計間消費格差への寄与度は約
20％であった。今後、都市における教育水準
の向上により、都市内の格差はさらに拡大す
ることが予想される。 
 



(4) ヴェトナムにおける2002年と2004年の
家計所得データを用いて、Theil 尺度と Gini
係数により、ヴェトナムの都市と農村におけ
る家計所得格差を計測した。それによると、
他のアジア諸国と同様に、家計所得と家計消
費のどちらで計測しても都市内の格差は農
村内の格差に比べて高い。しかし、都市内格
差と農村内格差の差は、インドネシアに比べ
ると非常に小さい。Theil T 尺度によると、
2004 年時点で、都市内と農村内の所得格差は
それぞれ 0.27 と 0.25 で、農村内格差がイン
ドネシアに比べ大きい。Theil 尺度を用いた
家計所得格差の要因分析によると、都市・農
村間格差の家計所得格差への寄与度は約
15％であり、残りの約 85％は都市内格差およ
び農村内格差による。Gini 係数の所得項目に
関する要因分析によると、賃金所得は、都市
内でも農村内でも家計所得格差を軽減する
要因であることが分かった。 
 
(5) バングラデッシュの2000年と2005年の
家計調査データを用いて、Theil 尺度により
家計所得格差を計測し、都市と農村に関する
要因分析を行った。それによると、Theil T
尺度で計測した 2000 年と 2005 年の一人当た
り家計間所得格差は約 0.44 で、インドネシ
アとヴェトナムに比べて非常に高い値を示
している。しかし、都市農村間格差はインド
ネシアやヴェトナムに比べて小さく、家計所
得格差への寄与度は2005年時点で7％であっ
た。すなわち、家計所得格差の多くは都市内
格差と農村内格差に起因している。また、
2000 年から 2005 年の期間、農村内の所得格
差が Theil T 尺度で見て 0.24 から 0.37 へ大
幅に上昇している一方で、都市内格差は高い
水準で推移している（2005 年で Theil T 尺度
は 0.46）。次に、Gini 尺度と変動係数により
都市内格差と農村内格差の要因を見ると、農
業所得、賃金所得、Safety Net Program から
の補助金所得は都市と農村共に格差を軽減
する要因である一方、不定期的な賃金所得と
海外からの送金などの移転所得は都市と農
村共に格差を拡大する要因であることが分
かった。 
 
(6) インドネシアの 1996、1999、2002 年の
家計調査データを用いて、FGT 尺度により中
部ジャワ州の貧困度を県別（Kabupaten 
/Kota）に計測し、貧困度の空間パターンと
その変化を分析した。それによると、金融危
機以前は都市部の貧困率は農村部に比べて
低かったが、金融危機の期間に大きく上昇し
金融危機後は農村部の貧困率とほぼ同じ水
準で推移している。しかし、金融危機からの
回復が始まった 1999 年以降は、経済成長と
共に農村部と都市部共に貧困率を大きく下
げている。空間的には、中部ジャワ州東部地

域と中部地域の 4-5の県に貧困率の高いクラ
スターが見られる。したがって、貧困率の効
果的な削減には、空間的な貧困率分布を考慮
した政策が必要である。西部ジャワ州（ジャ
カルタ州を含む）と東部ジャワ州に関しても
同様の分析を行ったが、ほぼ同様な結果が得
られている。 

 

(7) インドネシアの1983年から2004年の州
別・産業別 GDP と人口データを用いて、人口
重み付き変動係数に基づく２次元要因分解
手法（bi-dimensional decomposition of the 
population-weighted coefficient of 
variation）により、州間所得格差要因変化
の分析を行った。それによると、鉱業部門を
含めた場合、州間格差は減少傾向にあるが、
1989 年以降は金融危機の期間（1997-1999）
を除き大きな変化がないことが分かった。ま
た、鉱業部門のインドネシア経済における役
割の低下を反映して鉱業部門の州間格差へ
の寄与度が年々減少傾向にあり、その一方で、
製造業の寄与度が高まっていることが分か
った。インドネシアを３つの地域に分け（ス
マトラ・カリマンタン地域、ジャワ・バリ地
域、その他東部地域）それぞれの地域内の州
間格差を計測すると、スマトラ・カリマンタ
ン地域は、1983-2004 年の期間、鉱業部門の
シェアの低下に伴いその州間格差を大きく
減少させている。それに対して、ジャワ・バ
リ地域は、貿易と金融自由化政策が導入され
た 1980 年代の後半から金融危機の前までの
期間、その州間格差を大きく上昇させている。
この要因としては、貿易と金融の自由化によ
り大きな便益を受けたジャカルタ特別州と
その他ジャワ・バリ州との格差が拡大したこ
とが考えられる。金融危機期間中はインドネ
シア全体が大きな影響を受ける中、ジャカル
タ特別州の相対的な衰退により、ジャワ・バ
リ地域の州間格差は逆に大幅に減少してい
る。 
 
(8) 日本の 1955 年から 2000 年までの県別・
産業別地域所得データを用いて、人口重み付
き変動係数に基づく要因分解手法により、地
域所得格差の要因分析を行った。戦後日本の
地域間所得格差は、1980 年付近を境に２つの
逆 U字型カーブを描いているが、1955 年から
1980年付近までの逆U字型カーブが製造業を
中心とする第２次産業の地域間格差（一人当
たり所得に関する）の変化により形成された
ものであるのに対して、1980年付近から2000
年までの逆 U字型カーブは第３次産業の地域
間格差の変化により形成されたものである
ことが分かった。興味深いのは、第１次産業
の地域間格差（一人当たり所得に関する）が、
1955 年以降一貫して上昇していることで、
1955 年では第１、２、３次産業の中では最小



の地域間格差を示していたが、2000 年には最
大の値を示している。これは、戦後 1960 年
代と 1970 年代の高度成長により開発が地方
まで進み、全国の農業用地が工業用地あるい
は商業用地に転換されていった工業化（重化
学工業から軽工業、軽工業から高付加価値産
業への転換）のプロセスに対応している。イ
ンドネシアの地域間所得格差のパターンは、
鉱業部門を除くと、第２次産業の地域間所得
格差が大きく、それに対して農業部門の地域
間格差は非常に小さい値を示している。国土
の大きさが異なるため単純な比較はできな
いが、今後インドネシアの工業化が地方レベ
ルまで進行すれば、第２次産業の地域間所得
格差は徐々に減少してゆくものと考えられ
る。 
 
(9) 改革開放政策がスタートした 1978 年か
ら 2006 年までの省別・都市/農村別地域所得
データを用いて、Theil 尺度に基づく要因分
解手法により、中国の地域所得格差の要因分
析を行った。それによると、地域間所得格差
は 1994 年を境に２つの U 字型カーブを描い
ていることが分かった。しかし、地域間所得
格差は長期的には増加傾向にあり、Theil T
尺度で計測して、1983 年に一旦は 0.04 に低
下したものの 2006 年には 0.20 まで増加して
いる。都市・農村間の所得格差が非常に大き
く、地域間所得格差の 60％以上が都市・農村
間格差に起因している。1998 年以降の格差拡
大は、都市・農村間格差拡大が主な要因であ
り、2006 年の都市・農村間格差の寄与率は約
80％であった。 
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